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1 。研究の概要

　本論文で は、大都市圏を構成す る 地方自治体にお ける

地餓 被 害想 定の 実施状 況 に つ い て 報 告 す る。

　 自治 体 の 地震 災害 にお け る 予防対策や、応 急 ・
復 旧復

興 の 事前取 り組 み を よ り 具体 性 の 高い 内 容 とす る た め

に、地 震被害想定の 質的な向 上 は 重 要 で あ る。
　自治体の 地震被害想定の 実施状況に つ い て は 、佐伯ら

（1999 ）に よる都道府県 ・政令指定都市 へ の 調 査 が あ り、
阪神 ・淡路大震災の 被害状況を考慮 し た 想定が 実施され

て い る こ とな どが 明 らか に な っ て い る
t）

。

一方、本 研 究

で は 「大都市圏」 に焦点を当て、各大都市圏に お ける被

害想 定 の 実施 状況 を調 査す る 。

　なお、本調査は 、r地震災害か らの 復興対策 に 闘す る

地方 公 共団体の 事前取 り組みに 関す る調査 亅 に お い て 、
一
設問 と して 調査 された もの で あ る

n
。

　本 調 査 か ら、 大都市圏 を 構 成 して い る自治体の 地 震被

害想定の 実施状況 を確 認 し、地 域別 の 実施状 況 の 差や実

施内容 の 課題点等を把握す る 。

2 ．調萱対象と 内容

　調査対象は 47都道府県 と大都市圏を構成す る 市で あ

る 。 大 都 市 圏 を構成す る 市 と し て は 、政令指 定 都市

（12市〕 と特別 区 ｛23区）、こ れ ら以 外 の 三 大都 市圏 に

含 まれ る市 〔138市）を抽 出 した 。 ま た 、 1979年 （昭 和 54

年） に地 震防災対策強化地域 に 指定 され て 4 半世紀が 経

過 して い る静 岡県 で は、先進 的 な取 り組 み がな され て い

る との 考 えか ら、同県内 の 大都市 （9 市）を対象 に 含め

た。さらに、こ こま で で 対 象 外 の 各 県庁所在 地 （31市 ）

を含 め、計260 団 体 に 回答 を 依頼 し た。
　なお 、三 大都市圏お よび 静岡県内の 市は、人 口 100，000
人以 上 また は DID 人 口 密度 10，000 人以 上 を対 象 とし、
三大 都 市圏 にお い て は 自治体 の 区域 ・規模に か か わ らず

市街地が 連担 して い る こ とか ら、 東 京 圏 （埼 玉 ・千葉 ・

東京
・
神奈川〕、名古屋圏 （岐阜 ・愛知 ・三 重）、大阪

圏 （京 都 ・大 阪 。
兵庫 ・奈 良）の それぞれ に つ い て 、地

理的 な位置関係 を考慮 し て こ れ らか ら追加 ・削除 して 対

象市を決定 した 。

　調査 票は 各自治体 の 防災担当係 宛 で 郵送 配布 ・鄭送回

収 （一部電 子 データ に よ る配 布 ・回収｝ した 。 260の 対

象 団体 の うち、193団体か ら回 答を 得た （回収 率 74．2％）。

　こ の うち、「1995年 の 阪神 ・淡 路 大 震 災 以降 に 実施 さ

れ た地 震被 害 想 定 を活用 し て い る 亅 と回答 した 自治体 は

168団 体 （87．O％ ） で あ っ た。
　調 査内容 は、「想定地 震 の 名 称、規 模 、 種 類j と 「想

定内容 の 実施／未 実 施 」 と し、「想 定 期 間 亅 「地震 動 」 「液

状化」
「津 波」 f斜面 地被害」 腱 物被害j 「出火件数」 「焼

失棟数亅 「ラ イ フ ライ ン 」 「交 通 ・運 輸」 「死 者 数 」 「重

傷 者 数亅 「避 難 者 数 」 「帰宅 困難者数 亅 「災害シ ナ リオ 」

の そ れ ぞ れ に つ い て 、実施 の 有 無 を 質 問 した。こ の うち、
「建物被 害 亅 「焼 失棟 数 亅 に つ い て は、結果 の 出力 単位

に 関 して も質 問 し た。
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3 ．調査結果

（1）想 定地 震

　阪 神 ・淡路大震災以降の 地 震被害想定 を 活用 し て い る

と 回 答 した 168団 体に対 し、 各 自治体の 防災対 策 にお い

て 対 策 上重 要 な想定地震を最大 5 件 まで 挙 げ て もら っ た

と こ ろ、合計 430件 の 想 定地震 が 挙げ られ た （重 複あ り）。
これ らの 地 震の 規模及び 発生形態 につ い て 整理 し た もの

が 表 1 で あ る 。

　規模 にっ い て は、M7 ．　O〜7．4に設 定 され た 地震 が最も

多 く、M7 ．2を記 録 し た阪神 ・淡路 大 震 災 ク ラ ス の 地 震

を想定 して い る こ とが うか が える 。 同 様の こ とが、断層

型 の 地 震 が最も多く設 定されて い る こ とか らもうか が え

る。ま た、各年次 ごと に 割合を見 て み る と、年次 を 追 う

ご とに M7 、5〜7．9、 お よび M8．0以 上 の 巨 大地 震 の 想定

件 数 の 割 合 が増 加傾向 に あ る （図 1 ）。近年、鳥取県 西

部地震 （M7 ．3）台湾
・
集集地 震 （M7 ．6） トル コ ・コ ジ

ャ エ リ地震 （M7 ．4｝ とい っ た よ うに 、阪神 ・淡路大震

災を上回る 規模 の 地震が たび た び発 生 して い る状況 か

ら、よ り大規模 な地震 を踏ま えた 地 震 被害想定を 実施す

る必 要 性 を各 自治 体が嫉 じて い る こ とが うか が える。

（2）想定内 容

　想 定 内容 の 冥 施 率 にっ い て、都道府県お よび 三 大都 市

圏 ・静岡 県 ・そ れ 以外の 市に分けて集計 した 結果 を 図 2
〜7 に示 す。（な お、「想定期間」 「災害 シ ナ リオ j に つ

い て は 参考 文 献 1》に 記載済み で あ る の で 割愛す る 。 ）

表 1　 想定地 震の 規模 〔左 ｝と発生 形 態 （右 ）

M7 未満 317 ．2覧 海溝 型 12128 ．1慾

M7 ．0〜M7 ．420547 ．795 断層型 26661 ．9％

M7 ．5 〜 M7 ．98319 ，3鴇 そ の 他 337 ．7瓢

M ＆ 0以上 9020 ．9箔 無回答 102 ．3留

無回 答 214 ．9鶉 （総数430）
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　都道府県
・
各市 とも、概 ね どの 項 目に つ い て も実施率

の 高い 中 、 比較的実施状況 が遅れ て い る 項 目 と して 「津

波 1 「斜面 地 被害 」 「ラ イ フ ライ ン 亅 「交 通 ・運 輸亅 「帰

宅困難者」 があげられ る。
　津 波 と斜 面地被 害 につ い て は 、三 大 都市圏 が それ 以外

の 市 お よび 都道府県 よ りも実施睾が 低 い 。津波に つ い て

は 東 京 圏 が、斜 面地被 害 に っ い て は 名 古 屋 圏 が 特 に 低 く

な っ て い る 。

　 これ に は、危 険区域 が都道府 県 の 管轄で あ るな ど、津

波 ・斜 面 地 防災対策が都道府県所管で あ る場合に 市区部

で被害想定 に加 え てい な い こ と も考 え られ るが 、 実 際 に

被害 に 対応 す るの は 各市 区 の 職員で あ る 。 特に 大都市圏

は 被災区城が行政界 に闃係な く拡が る こ とが考え られ る

た め、都道府県 と各市区は 被害想定内容を互 い の 所管区

域 に限 定せ ず、必要 な 場 合 は 結 果 の 相互 活 用 や、共 同 で

の 想定実施などを通 して、大都市圏全体の 包括的 な被害

想定の 実現を図 る こ と も重要 と考える。
　また、ライ フ ライ ン と交 通 ・運輸は 、 阪神

・
淡路大震

災以降、現代大都市の 「ア キ レス 腱」 として 防災対 策が

重 簍視され て い る が、こ れ に つ い て も各都市圏の 実施率

がやや低くなっ てい る。 これ は 、 特 に高 密 で 複雑な都市

構造 を呈 して い る三 大都 市圏 にお い て は、各 自治体 単独

での 想 定が 困難 な状況が 考 え られ る。三 大都市圏以 外 で

は、ラ イ フ ライ ン の 被害想定が ほ とん どの 市で 実施 され

て お り、三 大都市圏で は こ れ ら に つ い て も都道府県 と各

市区、加 えて 関連 業 者 等 が 連 携 しな が ら想定 を進 め る必

要が あ る。

　帰宅 困難者 につ い て の 被害想定は 、 最も実施率の 高い

東京圏で も半数程度 に とどま っ て い る 。 帰宅困 難者の 想
定は、ライ フ ライン や交通 ・運輸対策と同様、自治体と

運 輸業者の 連携が重要 と考 え られる。

　 こ れ らの 他 、名 古 屋 圏 で は掖 状 化 の 被害 想定が他 の 対

象 地 区 よ りも格段 に 低くな っ て お り、早期の 対応が求め

られ る。
　静岡県内の 市に つ い て は 、帰宅 困難者を除けば総 じて

実施率 が 商い
。 強化 地 域に 指定 され て い た た めに積極的

な防 災対策を続けて きた 結果 と考 え られ る。そ の
一

方で、
新た に強化地城に拐定 され た名古屋 圏の 実施率が 低い 。

今後必 要 な想定を実施 して 、東 海地 震 対 策 につ な げて い

くこ とが必簍と考えられ る。

（3）出力単位

　被害の 発生 状況を地域別 に細 か く予 測 して、事前に 防

災対策 に活用するた め に は、被害想 定 の 出力 単 位 もよ り

詳細 で 、 地域の 状況 に 即 した もの に し て い か なけれ ば な

らな い。
　本 調査 にお い て 、建 物被害 と焼失棟数 につ い て 、実施

され て い る被害想定 の 出力 単 位 を集 計 した も の が 図 8 ，

9 で あ る。

口町丁 目 レ ベ ル 　 　 M2SOfvtta　 　 日 fiOOmS，tll
　 　 囗 1keSTシュ　 　 ロ全堀 　　 囗 その他 　 　 囗 継回箸

都遭府県t31〕

粟駅圏｛ω

名 宵覘副 9⊃
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図 8 　建物被害想定の 出 力単 位
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図 9 　焼失 棟数の 出 力単位

　 静岡 県 にお い て は、建物被害で は 町丁 目レベ ル で の s

’
ま た 焼失棟数 につ い て も町丁 目 レ ベ ル お よび 250m メ ッ

シ ュ で ほ とん どの 市 で 想 定 を実施 して お り、地 域 に即 し

た 被害想定 とな っ て い る。

　 こ うした 町 丁 目レ ベ ル 、250m メ ッ シ ュ で の 比 較的詳細

な想定 は、静岡県以 外で は大阪圏で 約45％、建物被害に

限ればその 他の 市 で も約45％で 実施 され て い る の に 対

し、東 京 圏 で は20％〜30％ と低 い 。

　 前運の 佐伯らの 調査で は、GIS 技術の 進歩 と 自治体

の 基礎データ整備の 進捗 に より、詳細な想定が 可能 とな

っ て きて い る こ とが明らかに なっ て い るが、本 調 査の こ

うした 結果か らは、東 京 圏の 特 に 高密 ・複雑 な土 地 状況

が 基礎 データ整 備 を遅 れ を招 き、大阪圏やそ の 他 の 市 に

比 べ て 地域の 詳細な被害想定の 実施を 困難に して い る こ

とが うか が え る．
　 ま た、名 古屋 圏 にお い て は全域で の 想定 となっ て い る

市 が 多数を占めており、さらに遅れをとっ て い る 。

　　しか しなが ら、大 阪 圏や その 他 の 市で は 詳細 な 想定が

進 ん で い る こ とか ら、今後他の 都市圏で も詳細 な 想定が

増加 して くるで あろ うこ とが予想 され る。

　　ま た、都道府 県 にお い て は 、
500m ない し 1   メ ッ ジ

ュ が 主 流 となっ て い る 。

4 ．ま とめ

　大都市 自治体 に お け る 地震 被害 想 定 は、阪神 ・淡路 大

震災以降、 よ り大 規模な地震を想定 し、様々 な 項 目を想

定す るな ど レベ ル ポ確実 に進歩 し て きて い る 。 こ れ は、
GIS 等 に よ る 想定手 法の進 歩に よる もの で あ る の は も

ちろん 、 阪神 ・
淡路 大震 災を は じめ とする内外の 都市大

地 震 災 害 を教劃 に、各自治体で も危機感を持っ て 地 震被

害想定を重要視 し て い るこ との 現れ と言 える 。

　 し か し なが ら、国 内最大の 都市圏 を形成す る 東 京 圏 、

大阪圏、名古屋 圏 の 三 大都市圏 にお け る地 震被害想定 は、

現 代 大都 市地震災害の 被害を的確 に 予 測 して い る とは 言

え ない 状 況 に あ る 。

　 実施 状況 か ら見 れ ば、これ ら三大都 市圏に お け る被害

想定の 実施状況 は、そ こ に属 さな い 単独の都市 に お ける

想 定 の レ ベ ル に達 して い ない可 能性がある。
　 それ は 、大都 市圏 が 単独都市 で な い がた め の 「小 回 り

の 効か な さ亅 が大 きな要 因 と考 え られ る。大都市圏 に 属

す る 各自治体が実施 できる被害想定に は 限界 が あり、そ

の レベ ル 以上 の 想定を可能 にす る た め には、都 道 府 県及

び 他市町村、ま た民 間企業等 が連携 した 検討 が必 要 と考

え られ る。

　 阪 神 ・淡路 大震 災 以降の 被害想定 レベ ル の 向上 が、G

IS 等 の 技術 に支え られて い る の な ら ぱ、まず 大都 市圏

を
一

体 として 処 理 で きる よ う、 他 団体 ・異 業種 の 持っ 基

礎データ の横断的活 用が図れ る し くみ が必 要 で あ ろう。
　 ま た、本調査で は、4 半世紀に 渡 り強化地 域 に指 定 さ

れ て き た 静岡県内 各市の 被害想定 の 質 の 高 さが確 認 され

た。本調査の 結果、名古屋 圏 は被害想定の 実施状況が比

較的遅れ てい る もの と考え られ、新たに 強化 地 域 に 指定

され た こ とを契機 に 、静岡県並 み の 被害想定 をは じめ と

した 防災対策 の 向上 が期待 され る 。

補注および諭辞

　本調査 に あた り、対象となっ た全国260の 自治 体 の 担 当者様

に は多大 なる ご協力 をい た だきま した。心 よ りお 礼 申 し上 げ ま

す。

　本調査 は、平成 14年 度　文 部科 学省 「大都市大震災軽減化特

別 プ ロ ジ ェ ク ト （大大特）」 テーマ rv 「耐震 研 究 の 地 震防 災対

策 へ の 反映 亅　 第 3 「復 旧 ・復 興 j 部会 に お い て 、r事前復 興

計 颪 の 立 案 。策定 シ ス テ ム の 网発」 をテ
ー

マ とす る研 究グル
ー

プに よ っ て 寞施 された もの で あ る。 本研 究 グル ープ は、平成15

年度 も引 き統 き 「大都 市大震災 を対象 と した事前復興 計 画 の 立

案・策定 シ ス テム の 開発亅 として研究を進 め る予定で あ る b
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